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研究成果の概要：本研究では，光波測距儀による地盤高測量と底質浮遊輸送フラックス

計測を併用し，シルト・粘土の質量に基づいた土砂収支法を提案するとともに，熊本

県白川河口域の潮間帯干潟上での土砂収支に適用した．平常時には潮間帯干潟は堆積

傾向を示し，河川流入シルト量の 6 割が地形変化に寄与する．出水直後では干潟地形

は侵食傾向を示す．以上より，出水時に河川から流入したシルト・粘土は一旦沖まで

流出するが，平常時に潮汐によって沖側から運ばれ，潮間帯に再流入するプロセスが

示唆された．
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１．研究開始当初の背景

潮間帯干潟上での土砂動態（底質輸送・地

形変化・土砂収支）は，そこに生息する二枚

貝類の生存に影響を及ぼす重要因子と考えら

れている（Tamakiら,2008）。この土砂動態の

メカニズムを解明し，干潟生産力の向上を行

うことは，漁業資源としてだけでなく，沿岸

域の環境保全・再生を実現する上で重要であ

る（水産庁,2008）。また現在，地球温暖化の

影響により，沿岸域においては海面上昇や高

潮・高波による災害リスクの増大等も懸念さ

れている。特に，内湾に位置する干潟は種々

の外力変動の影響を受けて容易に変形・消失

すると考えられており，潮間帯干潟上での土

砂動態のメカニズムを把握することは沿岸防

災計画上においても極めて重要な研究課題の

ひとつと位置づけられる。
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２．研究の目的

本研究では，トータルステーションを用い

た直接地盤高測量と潮間帯干潟上での底質の

浮遊輸送フラックス計測を併用し，浮遊輸送

によるシルト・粘土の質量に基づいた土砂収

支法を提案する。また，本提案手法を熊本県

白川河口域の潮間帯干潟上での土砂収支に適

用し，河川出水量と土砂動態の関係などにつ

いて検討した。

３．研究の方法

（１）現地観測

観測は図-1に示す熊本県白川河口域の潮間帯

干潟上で実施した。

対象領域には 6本の観測ラインを設置してお

り，左岸 Lラインと右岸 R3 ラインは 2000 年

12 月から，右岸 R3 以外の 4 ラインは 2004 年

5月から毎月干潟地盤高の現地観測を実施し，

現在も継続中である。砂浜に比較して干潟の

地形変化量は小さいこと，および計測時間が

干潮時に限られるため，トータルステーショ

ン(SOKIA SET3A)を用いて地盤高の計測を行

った。測定間隔は L, R3 が 50m 間隔，その他

の測線は 80m 間隔であり，測線の延長は場所

によって異なるが,それぞれ大潮干潮時の汀

線付近（2.5～1.5km）までとした。

底質の浮遊輸送フラックス計測のため，水

位・流速・濁度・塩分の計測機器を R2 ライン

上の堤防から沖に約 400m の A 点，約 1,040m

の B点および約1,520mの C点の 3ヶ所に設置

した。計測手法の詳細は Yamada ら（2009）に

詳しい。B点での計測は 2004 年 7 月から開始

し，観測期間中の参照点として常時連続計測

を継続しており，これまでに約 1900 潮汐分の

時系列を取得した。A点は，2005年10月～2006

年 9 月まで，C点は 2006 年 10 月～2007 年 3

月までの期間でデータを取得した。B点以外

の 2点は同時期の計測ではないため，山田ら

(2007)が提案した潮汐位相平均手法を用いて

A・C点の計測期間毎に B点の平均的な浮遊輸

送フラックスを算出し，比較した。その結果，

1年ほど連続計測を行って得られる平均的な

流動・浮遊場にはほとんど差が見られなかっ

た。岸沖方向の干潟地形の時系列変化を鉛直

変位パラメータとして図-2 に示す。

このパラメータは平均断面との偏差を岸沖方

向に積分したものであり，堆積の場合（+），

侵食の場合（-）の値となる（Yamadaら,2009）。

2005年9月頃に干潟が急激に侵食（50cm程度）

されているが，その期間に異常な外力変動は

存在しないため，人的要因を含めて調査した

ところ，2005 年 7-8 月に白川河口で 86,000m3

（延長 2.4km，幅 40m）の澪浚渫が実施されて

いた（図-1）。この量は白川河口テラスに堆積

する年間（2003 年度）の土砂量にほぼ等しい

（末次ら，2005）。また，2008 年 7 月にも同

じ場所で約 6,000m3の澪浚渫が実施されてい

たので，人的インパクトの影響を極力押さえ

自然外力下での土砂動態を把握するために，

今回は 2006 年 10 月～2007 年 10 月の期間で

検討を行った。潮汐に伴う底質の浮遊輸送フ

ラックス(kg/m/s)について，観測した水位・

流速・濁度の時系列データより検討した。こ

こでは流速・濁度に関しては，水深方向に一

様な分布を仮定し，潮汐（水没時間）毎に上

げ潮・下げ潮期間で浮遊輸送フラックスを積

分することで，単位幅あたりの浮遊輸送量

(kg/m)として，その時間変動を求めた。図-3

は A・B・C点における 1ヶ月ごとに累計した

浮遊輸送量の南北（沿岸）成分を示す。(+)

値は北向・(-)値は南向の移動を表す。中潮間

帯下部に位置する B点では上げ潮・下げ潮時

の浮遊移動の卓越方向に相違が見られるもの

の，net の移動量としては 3点ともに南向（白

川河口側）が卓越している。また，その移動

量は最大で 42.0 10× (kg/m)程度と算定され，
流速・濁度の水深一様分布の仮定などを考慮

すると，場所による移動量の相違はあまり大

きくないと判断される。
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図-1 現地観測場所 （白川河口域）

Jul-04 Jan-05 Jul-05 Jan-06 Jul-06 Jan-07 Jul-07 Jan-08
-0.3

-0.2

-0.1

0

0.1

0.2

0.3

鉛
直
変
位
パ
ラ
メ
ー
タ
(m
)

R1

R2
R3
R4

R5

土砂収支検討期間

澪浚渫

2005年 7-8月

鉛
直
変
位
パ
ラ
メ
ー
タ

(m
)

図-2 干潟岸沖断面の鉛直変位パラメータの時系列



次に 1潮汐間の平均的な底質の浮遊輸送パ

ターンを検討するために，潮汐位相平均手法

で求めた 3地点の浮遊輸送フラックスの時空

間分布をベクトル表示したものを図-4に示す。

上げ潮・下げ潮時は地形の等高線に直交す

る底質輸送が生じ，満潮時にも白川側への有

意な底質輸送が存在し，1潮汐間では白川向

きの輸送が卓越することがわかった。これは，

浮遊輸送に対して上げ潮・下げ潮時は局地的

な地形勾配に応じた潮汐運動が支配的である

が，満潮時には白川の河川流出や水位勾配の

影響を受けるためと考えられる。なお，図-3

と比較して C点の浮遊輸送フラックスが大き

くなっているのは，潮汐位相平均を計算する

際に日潮不等の影響で水没時間が 10 時間を

越えるデータを省いたためである。A・B 点で

は水没時間全体の約 10%以下であるのに対し

て，C点では水没時間全体の約 56%がこれに相

当する。C点で省かれたデータの平均水没時

間は 29.6 時間であった。

（２）シルト・粘土の質量に基づく土砂収支法

本研究では，直接地盤高測量と潮間帯干潟

上での底質の浮遊輸送フラックスの連続計測

を併用し，シルト・粘土の質量に基づいた土

砂収支法を検討する。そのため，解析領域を

図-5 のように，浮遊輸送フラックスを計測す

る R2 測線を境として南北に 2分割し，それぞ

れの境界上で流入・流出するシルト・粘土の

質量を定義した。

2つの領域での土砂収支は式(1), (2)に基づ

き評価する。

北側領域： 1 1A N W SQ Q Q Q= + + (1)

南側領域： 2 2A S W RQ Q Q a Q= + + ⋅ (2)

ここで， 1 2,A AQ Q はそれぞれ R5・R2 測線およ
び R2・R1 測線で囲まれた領域内のシルト・粘

土の質量変化量(kg)である。また，QNは北側境
界（R5 測線）より流入・流出するシルト・粘

土の質量(kg)，QW1, QW2は西側（沖）境界よ

り流入・流出するシルト・粘土の質量(kg)，

QSは R2 測線より流入・流出するシルト・粘土

の質量(kg)，QRは河川から流入するシルト・

粘土の質量(kg)，a はその潮間帯干潟の地形変
化寄与率である。なお，東側（岸）境界では，

堤防が全域に建設されており，シルト・粘土

の流入・流出を考慮する必要はない。本検討

では， 1 2,A AQ Q は直接地盤高測量結果より，ま
た，QW1, QSは浮遊輸送フラックス計測結果よ

り算定し，既知量として取り扱うので，未知

量は，QN，QW2および aの 3 つとなる。
①解析領域内の土砂体積変化量の算出

R1～R5測線上の地盤高測点の位置座標から，

近接 4点間の重心を求め，境界以外では測点

を包含するように矩形小領域に分割する(図

-6)。小領域内で地盤高は一定とし，2006 年

10 月（基準月）からの各小領域の土砂体積変

化量を求め，それを月ごとに南北 2つの領域

毎に総和する事で土砂体積量の時系列を算出
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図-3 月累計した浮遊輸送量（南北成分）の時系列
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図-4 底質の浮遊輸送フラックスの時空間分布

図-5 河口潮間帯干潟上での土砂収支の概念図
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する。なお,解析領域の大きさは，年間を通じ

て大潮干潮時に干出する地点のみが対象であ

り，lN=748m，lW1=1,380m，lW2=306m，lS=1,440m，
lE1=617m，lE2=145m，また，2分割した領域の
面積は，北側からそれぞれ 0.76 km2，0.28 km2

である。

②シルト・粘土の質量変化量（QA1, QA2）の算定
底質の体積は，空隙と砂およびシルト・粘

土の線形和で表現できると考え，シルト・粘

土のかさ密度を宇野ら(2002)，中川ら(2004)

の白川河口での観測結果を参考に 1.3 g/cm3，

存在比を 30%として，南北 2つの領域毎にシ

ルト・粘土の月累計の質量変化量 QA1,QA2(kg)
を求める。

③浮遊輸送フラックス計測に基づく（QW1, QS）
の算定

沖側境界および R2 測線を通過して流入・流

出するシルト・粘土の質量（QW1, QS）は，B, C
点で 1潮汐毎に積分した浮遊輸送フラックス

(kg/m)に対して，シルト・粘土は境界から一

様に流入すると仮定し，その境界線の延長を

掛け合わせることで，質量に換算し，月ごと

に累計する。

④白川から流入するシルト・粘土の質量（QR）
の算定

栗山・橋本(2004)と同様に白川の河川流量

に比例した経験式(3)を使用し，まず，流入す

るシルト・粘土の体積量を算定した。
2.16573.482 10silt riverQ Q−= × (3)

ここで，Qsiltは白川から流入するシルト・粘
土の体積量(m3/s)，Qriverは白川の流量(m

3/s)

である。Qsiltにシルト・粘土のかさ密度 1.3
g/cm3を乗じ，質量に換算し，月ごとに累計す

る事で QR(kg/月)を算定する。図-7 は 2004 年
4 月～2008 年 1 月の白川の河川流量と QRの時
系列を示す。白川の計画流量は 2,000m3/s で

あるが，今回の検討期間中の河川出水は最大

で 1,500m3/s 程度であり，最近 4年間では最

大である。ただし，流入したシルト・粘土の

質量で考えると 2006 年度の影響の方が大き

い傾向を示す。

⑤未知量（QN，QW2および a）の推定
(1)式中の QNに関しては，それ以外の項は
すべて既知量となるため，各項間の差分より

求める。また，(2)式中の QW2および aについ
ては，栗山・橋本(2004)を参考に，QA2と-Qs
の時系列データを用いて，最小自乗法を適用

し，両変数を決定する。

４．研究成果

（１）解析結果

図-8は北側領域での月ごとの土砂収支の算

定結果を示す。同図は各領域でのシルト・粘

土の質量変動量および各境界を通して流入

(+),流出(-)するシルト・粘土の質量を時系列

で表している。北側領域の地盤高は，2006 年

12 月より減少傾向にあるものの，区間全体で

は，北側境界より流入分（QN）が卓越し，堆
積状態を維持している。一方，南側領域の地

盤高はほぼ平衡状態にある（図-9）。なお，QW2
と a については前述の通り，QA2と‐Qsの時系
列データより最小自乗法により決定する。北

側領域において，河川出水や平均潮位上昇が

顕著な 7-9 月に北から河口に向かう土砂移動

（QN）が卓越する傾向が見られるが，詳細な
メカニズムは現状では不明である。

次に，河川出水時と平常時での平均的な土砂

収支パターンを検討するために，図-8,9 の時

系列を 2つの時期に分け，それぞれの期間で

平均し比較を行った。平常時には北側境界に

おいて北から河口側に向かう流入量 QNが卓越
し，北側領域の潮間帯干潟は堆積傾向を示す。
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南側領域では，河川から流入するシルト・粘

土の約 14% (a=0.14)が干潟地形変化に寄与し，
堆積傾向を示すが，北側領域（QW1）よりも沖
側への流出量（QW2）は 3倍程度大きい。一方，
出水時は，北側領域において QN，QSはともに
北から河口側へ向かって 2～3倍程度増加す

るが，沖側へ流出するQW1が4倍増加するため，
潮間帯干潟全域で侵食傾向を示す。なお，出

水時は QW1，QW2はほぼ等しい。以上より，出水
時に河川から流入したシルト・粘土は一旦潮

下帯などに堆積し，平常時に潮汐の影響で北

側から潮間帯干潟に流入する循環パターンの

存在が示唆された。

また，出水時には南側領域からシルト・粘

土が河口側へ流出するが，その理由について

考察する。図-10 は今回の対象期間中に生じ

た河川出水と潮位の時系列を示す。

2007 年 7 月 7日の出水のピーク流量は約

1500m3/s であり，発生時刻は下げ潮～干潮時

刻と重なっている。そのため，河口付近のシ

ルト・粘土は下げ潮時の潮流（沖向き）と河

川出水に伴う沖向きの流速の影響を受けた結

果と考えられる。よって，上げ潮～満潮時刻

に河川出水が重なる場合の土砂動態について

も今後計測によって把握し，土砂収支の精度

向上を行う必要がある。

（２）結論

河口潮間帯干潟において，直接地盤高測量

と底質の浮遊輸送フラックスの連続計測を行

い，浮遊輸送に着目し，シルト・粘土の質量

に基づいた土砂収支の検討を行った。平常時

には北側領域において北から河口側に向かう

流入量 QNが卓越し，北側領域の潮間帯干潟は
堆積傾向を示す。また，南側領域では，河川

から流入するシルト・粘土の約 14%が南側領

域の干潟地形変化に寄与し，同じく堆積傾向

を示す。一方，出水時は，北～河口側に向か

う量よりも多くのシルト・粘土量が沖側に流

出し，潮間帯干潟は全域で侵食傾向を示す。

今後は，土砂収支の精度向上のために，河川

出水と潮位の位相（タイミング）について検

討する予定である。また，平均的に北側から

河口側に向かう土砂移動のメカニズムや掃流

輸送の寄与についても，数値解析を用いて検

討する必要がある。
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